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聖カタリナ大学に対する大学評価（認証評価）結果 

 

 

 

Ⅰ 評価結果 

 

評価の結果、貴大学は本協会の大学基準に適合していると認定する。 

認定の期間は2015（平成27）年３月31日までとする。 

 

貴大学の「学生の受け入れ」については、今回の大学評価申請時には、後述する勧告に

示すとおり重大な問題をかかえていた。ついては、貴大学の全学的な改善状況を確認する

ために、本協会に対する大学評価の申請は５年後に行うことを求める。 

 

Ⅱ 総 評 

 一 理念・目的の達成への全学的な姿勢 

貴大学は、1988（昭和 63）年に聖ドミニコ宣教修道女会を経営母体とし、「世界の

平和と人類の共通善を促進する人間教育」を目的に、社会福祉学部１学部の聖カタリ

ナ女子大学として愛媛県北条市（現松山市）に設立された。2004（平成 16）年に現在

の聖カタリナ大学に名称を変更するとともに、男女共学化し、2008（平成 20）年には

社会福祉学部から人間健康福祉学部に改編している。また、聖カタリナ大学短期大学

部を併設している。「愛と真理」を建学の精神とし、「人類の福祉と文化の発展に貢献

する」ことを大学の目的に掲げ、「ウェルビーイングの理念に立脚し、人間の健康と福

祉を追求する「健康福祉社会」づくりに幅広く貢献できる人材の育成」を人間健康福

祉学部の教育・研究目的に掲げ、理念・目的・教育目標に沿った教育・研究を行って

いる。 

理念・目的・教育目標は、大学ホームページをはじめ『学生生活の手引き』『入学

試験要項』『学報カタリナ』に掲載し、大学説明会などにおいてもその内容の周知に努

めている。「共通基礎科目群」の「キリスト教学」やクリスマス・ミサも、学生に理念

を浸透させる重要な役割を果たしている。教員に対しては、学部長が教授会で、大学

の建学の精神や教育理念、大学の発展を志向した活動を呼びかけている。 

しかし、学生の受け入れや、学生への成績評価基準の明示が不十分であること、教

員の研究活動が低調であることといった問題点も見受けられるため、今後も引き続き、

理念・目的の実現を目指した、たゆまぬ努力を期待する。 
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 二 自己点検・評価の体制 

1992（平成４）年から「自己点検・評価委員会」を立ち上げ、５回にわたって自己

点検・評価を行った後、2006（平成 18）年８月に「大学評価委員会」に改組した。「第

三者評価連絡調整責任者（ＡＬＯ）」専用の事務室を設置し、事務職員を配置している

こと、ＡＬＯ事務室が中心となって、第三者評価に関する情報を一元的に管理し、学

内関係部署へ伝達していることは評価できる。しかし、過去５回にわたって自己点検・

評価を行い作成した『自己点検・評価報告書』の内容を、貴大学の改善・改革に十分

生かしきれていないことは反省すべき点である。 

今回の自己点検・評価を機に、人間健康福祉学部が完成するまで継続的に学科会議

において教員から意見を聴取すること、学長との懇談会を設けて学生からも意見を聴

取すること、さらに、今後の組織構成を検討する「将来検討委員会」を設置すること

などを決定しているのでその実現に期待したい。また、毎年、各委員会・事務部門が

「評価・改善計画」を立案し、計画案の達成状況のデータを大学評価委員会に提出す

ることも提案されているので、自己点検・評価を恒常的に行うシステムを形成・定着

することが望まれる。 

 

三 長所の伸張と問題点の改善に向けての取り組み 

１ 教育研究組織 

キリスト教を基本理念に、「愛と真理」を建学の精神とし、「人類の福祉と文化の発

展に貢献する」という大学の目的に照らして、2008（平成 20）年に、社会福祉学部社

会福祉学科（社会福祉専攻、介護福祉専攻）と福祉経営学科を改組し、現在、人間健

康福祉学部社会福祉学科（社会福祉専攻、介護福祉専攻）と健康福祉マネジメント学

科（福祉マネジメント専攻、健康スポーツマネジメント専攻）で、教育研究を行って

いる。また、付属施設として「キリスト教研究所」「人間文化研究所」が設置され、「ウ

ェルビーイングの理念と人間の健康と福祉の追求」という教育目的に沿った、一貫し

た教育研究組織が構成されている。 

 

２ 教育内容・方法 

（１） 教育課程等 

2008（平成 20）年度に人間健康福祉学部をスタートさせ、福祉社会づくりに幅広く

貢献する人材養成を目指した教育課程に再編成した。新教育課程は、学部、学科、専

攻ごとの教育目的に則して、「共通基礎科目群」「学部専門科目群」「学科専門科目群」

より構成されている。また、開講年次、カリキュラム編成における必修科目と選択科

目の配分などにも一定の考慮がなされ、社会福祉士をはじめとする資格・免許取得へ

の対応を図っている。 
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「共通基礎科目群」では、「愛と真理」を標榜するカトリック系福祉大学における

福祉教育への入門として「キリスト教と福祉」や｢キリスト教学｣を配置しているほか、

倫理観を持った福祉人材を養成するための科目も配置している。また、導入教育やさ

まざまな外国語科目も充実している。 

「学部専門科目群」は、学部学生共通の専門科目として位置づけ、健康と福祉に関

する基礎的な知識や技術の修得を目指し、さらに学科・専攻レベルで「学科専門科目

群」を設け、専門の知識と技術を深く学ぶよう構成されている。 

なお、「今後の課題は教育課程の実質化である」としており、学科会議の話し合い

を中心にして実質化が図られることを期待したい。 

 

（２） 教育方法等 

学生の多様な関心と進路を想定した教育課程であることから、学部・学科の基礎と

専門を学ぶ科目選択の幅が広いため、入学時や進級時においてきめ細かい履修指導を

組織的に行っている。 

１年間の履修登録単位数の上限設定は 50 単位となっている。年度初めのオリエン

テーション時に、コースごとの履修モデルを学生に説明・提示し、50 単位を超えた履

修申請にならないよう、厳格な履修指導を行うことで、全ての学生が 50 単位未満に履

修登録していることが確認された。今後、単位制度の趣旨に照らして、履修登録単位

数の上限設定を検討することが望まれる。 

『授業概要』（シラバス）は、統一した書式で記述されているが、成績評価基準は、

明確に示されていないので、改善が望まれる。 

大半の授業科目において、授業評価アンケートを実施しており、アンケートの集計

結果は各授業担当教員にすべて配布される。また、「ＦＤ委員会」が全授業評価の集計

結果の分析を行い、授業評価の結果から指導・助言が必要であると判断された教員に

対しては、学長などによって個別指導することもある。ただし、原則としてアンケー

ト結果の授業改善への活用は各教員に委ねられているので、組織的な改善に向けた取

り組みが望まれる。なお、授業評価アンケートの結果は図書館で公開している。 

 

（３） 教育研究交流 

教育研究交流については、貴大学と同様にカトリックの精神を基にした教育を行っ

ている国内外の大学や、松山市と提携関係にある海外の都市に位置する大学を中心に、

国際交流委員会のもとで交流を図っており、あわせて教員個人の取り組みによる教育

研究交流も実施している。 

しかし、短期留学プログラムへの一部の学生の参加や、韓国平澤大学校との日韓福

祉フォーラムを除けば、国際提携大学との間での学生や教員の本格的な教育研究上の
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交流を実施するにはいたっていない。 

 

３ 学生の受け入れ 

学部の教育目標に基づいた受け入れ方針のもと、さまざまな入学試験を実施してい

る。特にＡＯ入試では、アドミッション・ポリシーや教育内容を説明する面談の後、

教員が面接を実施し丁寧な審査を行っている。 

2004（平成 16）年の男女共学への変革後は、入学定員を充足していたものの、近年

入学定員を充足することが困難になっている。オープンキャンパス、大学説明会、進

学相談会、高校訪問などを通じて、大学の基本理念や入試内容の周知に全学を挙げて

取り組んでいるが、改組したばかりの人間健康福祉学部全体で、入学者数が入学定員

を下回り、収容定員に対する在籍学生数比率も低い（0.72）。2009（平成 21）年度の

入学定員に対する入学者数比率（0.60）および収容定員に対する在籍学生数比率（0.64）

は一層低くなっており、編入学生数も近年低迷し、定員充足に重大な課題が見られる

ため、早急に是正されたい。 

 

４ 学生生活 

学生への経済的支援を行うため学内の奨学金制度を整備している。特に、大学独自

の奨学金制度を幅広く設け、在籍学生総数に対して奨学生の占める割合も、教育研究

経費内に占める奨学金の割合も高く、学生の経済状況を安定させるための配慮は評価

できる。 

学生の健康に関する配慮や学生生活に関する相談は、「基礎演習」や「専門演習」（ゼ

ミ）を担当する教員と学生支援課、学生相談室、保健室との連携によって対応が図ら

れている。セクシュアル・ハラスメントをはじめとする各種ハラスメントに対しては、

「聖カタリナ大学・聖カタリナ大学短期大学部ハラスメントの防止等に関する規程」

を設け、学内教職員の中から相談員を置いて対応している。また、リーフレットを全

学生および全教職員に配布し、教授会や事務職員研修で周知するとともに、外部での

ハラスメント研修にも参加させ、研修内容の共有化を図っている。 

就職活動の支援については、学生が福祉の理念や知識、技術を生かし、福祉の現場

だけでなく、一般企業においても活躍することを期待し、社会福祉や企業分野などを

志望する学生への指導を体系的に行っている。また、課外活動支援や国家試験対策講

座にも積極的に取り組んでいる。 

 

５ 研究環境 

教員が研究活動に従事できるよう、大学としてその支援と環境整備が行われており、

大学の付属機関であるキリスト教研究所と人間文化研究所では、「キリスト教研究所紀
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要」「人間文化研究所紀要」によって研究成果を公表している。 

専任教員には毎週、月曜日から金曜日のうち１日を研究日として位置づけて研究時

間が保障され、個人研究室も研究活動に必要な広さや設備は十分に整備されている。 

研究費および研究旅費は、職位に応じて一律に支給され、個人研究費の予算執行状

況をファイルサーバー上に公開して、個人研究費使用の透明性を確保している。 

しかし、長期研修の制度はあるものの、過去２年間にわたり利用している教員がい

ないうえ、学内の研究促進を図るための学内共同研究費の制度化は、検討段階にとど

まっている。また、これまでの外部研究資金の申請や採択の件数は少ない。 

提出資料によると、専任教員の研究活動は十分とはいい難く、過去５年間の研究活

動が低調な教員が散見されるため、今後は継続的に研究活動の活性化を図ることが必

要である。 

教授会において、所属委員会数、担当授業時間数を申し合わせているが、専任教員

のなかには、授業負担が大きい教員が見受けられる。2009（平成 21）年度より年間担

当授業時間数の上限を定めているが、今後も、教員の授業や業務などの負担の平準化・

公平化に留意することが望まれる。 

 

６ 社会貢献 

大学の基本理念に沿った公開講座（キリスト教研究所フォーラム）や、学部・学科

の特性を生かした公開講座を開講するとともに、在学生の授業や課外活動に配慮しな

がら「聖カタリナホール」などの施設・設備も積極的に開放している。特に、大学が

取り組んでいる産官学共同事業に学生も巻き込んで積極的に参加し、教育・研究成果

の社会への還元を進めていることは評価できる。また、大学としての社会的責任を果

たしていくために、授業や学務に支障をきたさない範囲において、行政機関が設置す

る審議会などの委員への派遣を行っている。 

 

７ 教員組織 

専任教員数は、大学設置基準で定める必要専任教員数を満たし、年齢構成のバラン

スもとれている。また、教員１人あたりの在籍学生数に関しても、適切である。 

教員の任用は、人事委員会の人事方針にしたがって行われ、2008（平成 20）年度か

らは、面接選考の際に模擬授業を取り入れている。昇任人事は、新規採用と同様に選

考基準、選考細則により、「人事委員会」で昇任候補者を決定し、予備審査、選考教授

会の議を経て、理事会に報告される。教員の任免、昇格の基準と手続きは明文化され

ているが、改善方策として「教育研究能力・実績の評価基準については人事委員会で

引き続き検討し、さらなるシステムの改善」を掲げており、今後、基準作成の検討が

望まれる。 
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８ 事務組織 

事務職員は、同一キャンパス内に併設されている短期大学部の業務も兼務・従事し、

大学事務局は、法人本部事務局と連携を図っている。 

個々の資質向上や情報の共通理解、意識の高揚などを目途に、全員参加型の研修を

大学内で実施するほか、外部団体の研修に積極的に参加している。外部団体の研修に

参加した者は、学内で行う事務職員研修会でその内容を報告している。 

また、事務組織は、各種委員会の事務局や議事整理、資料作成、情報提供を行うほ

か、意思決定のための支援や事務サイドからの企画・提案を行いながら、教員組織を

サポートするなど、教学組織との連携・協力を適切に行っている。 

 

９ 施設・設備 

校地・校舎面積は、大学設置基準を満たしている。施設・設備の整備状況について

は、2008（平成 20）年度新設の健康福祉マネジメント学科健康スポーツマネジメント

専攻の教育・研究活動の拠点として、ヘルスプロモーションセンターを開設するなど、

適宜整備されている。 

校地内のバリアフリー化などは、「障がい学生支援委員会」が中心となり、障がい

を持つ学生の希望や意見を可能な限り反映しながら、年次計画のもと整備を進めてい

る。 

学生の利便性・安全性を考慮して、学生駐車場の出入口の拡張や駐輪場の整備など

を行い、キャンパス内の美化や緑化を推し進めている。なお、施設・設備の保守や更

新、人的資源の配置などを計画的に管理・運営できる管理体制が検討されており、今

後の実現が望まれる。 

 

１０ 図書・電子媒体等 

現在の蔵書が 12 万冊を超えたため、書庫が狭あいとなり、蔵書の電子化などへの

対応が図られている。「図書委員会」を中心に専門図書の選書を行っているが、専門分

野によって充実度に偏りがみられるので改善の余地がある。また、図書・雑誌目録の

学内や学外からの検索が可能であり、国立情報学研究所のＧｅＮｉｉをはじめとする

電子ジャーナルおよびデータベースサービスが利用できるよう整備されている。 

図書館の閲覧座席数は十分であり、開館時間は最終授業終了後も学生が利用できる

よう配慮されている。 

また、2008（平成 20）年に図書館の入口を自動ドアに改装し、車イス利用者などの

利便性も向上した。2009（平成 21 年）年度から図書館の一般開放が開始されたところ

であり、図書館を通じた一層の社会貢献が期待されるところである。 
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１１ 管理運営 

「聖カタリナ大学教授会規程」に基づき、教授会は毎月１回定例開催し、必要に応

じ臨時教授会を開催している。教授会の下には各種委員会を設置し、課題に対し積極

的に検討・審議を行っている。大学の意思決定プロセスについては、各種委員会と教

授会の連携が適切に行われており、全学的な問題にも迅速に対応できている。 

学長、学部長の選任は「聖カタリナ大学学長選考規程」や「聖カタリナ大学学部長

候補者選考規程」に基づいて行われ、その職務執行も「聖カタリナ大学学長職務執行

規程」や「聖カタリナ大学学則」に基づいて執行されている。なお、学長の任期と学

部長の再任の上限について、『平成 18 年度自己点検・評価報告書』において見直しが

求められていたが、実現にはいたっていない。 

 

１２ 財務 

ここ数年は新入生の定員確保が厳しくなっており、入学定員充足率・収容定員充足

率ともに低下している。 

この影響から、大学ベースの帰属収支差額比率は上昇基調であったが、実収容員数

から見ると 2007（平成 19）年度がピークである。2008（平成 20）年度、2009（平成

21）年度入学生の減少を考えると今後の収支バランスには注意が必要である。 

財務関係比率については、大学・法人ともに教育研究経費比率が「社会科学系学部

を設置する私立大学」の平均を大きく下回っており、予算配分のあり方についても検

討を要するところである。また、累積の消費支出超過額が 2008（平成 20）年度におい

てやや上昇に転じたことも留意されたい。 

なお、大学部門の人件費については、年齢構成を考えた採用や任期制の導入等、さ

まざまな施策に取り組み、おおむね適切に運営されていると判断できる。ただし、退

職給与引当預金率が０％であることは、私立大学退職金財団との関係から、当面大学

部門でも支障がないという判断によるものと想定されるが、長期的な観点からは対応

を検討されるべき事項である。 

収入の多様化の面からは、科学研究費補助金の申請・採択が少なく、単なる呼びか

けだけでなく、申請を呼び起こす具体的な仕組み（動機付け）も検討されたい。 

監事および監査法人による監査は適切かつ客観的に行われており、監事による監査

報告書において、学校法人の財産および業務に関する監査の状況が適切に示されてい

る。 

 

１３ 情報公開・説明責任 

自己点検・評価は過去５回実施され、そのつど報告書が作成されているが、外部に

『自己点検・評価報告書』を送付したのは２回だけである。2007（平成 19）年に作成
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された『自己点検・評価報告書』は、全教職員に配布されたので、貴大学に対する自

己点検意識を向上させる契機となることが期待される。また、同報告書は図書館に配

架され、来館者の閲覧が可能であることから、今後、貴大学の「運営と諸活動が正し

く理解されること」も期待する。なお、過去５回の『自己点検・評価報告書』は印刷

物として外部公表するだけにとどまっていたが、今回の自己点検・評価の結果は、冊

子体に加え、大学のホームページでも公開する予定であるので、その実現が望まれる。 

財務情報の公開については、貴大学の広報誌である『学報カタリナ』に財務三表の

概要を掲載し、教職員・学生・保護者・関係校などへ配布している。また、法人のホ

ームページに事業報告書が掲載され、同報告書内に概要説明を付した財務三表、学校

法人会計についての解説が記載されており、情報公開の履行を果たそうとする姿勢は

評価できる。今後は、貴大学への理解を一層促進するため、事業内容などと符合した

解説を付ける、図表を取り入れるなどの工夫が期待される。 

 

Ⅲ 大学に対する提言 

 総評に提示した事項に関連して、特筆すべき点や特に改善を要する点を以下に列挙する。 

一 長所として特記すべき事項 

１ 社会貢献 

１) 産官学共同事業として、貴大学は、地元産業などと連携をとり、清涼飲料水の

容器デザインや高齢者用シニアカーの開発に積極的に参加するなどの活動を行

っている。高齢者用シニアカーの開発プロジェクトでは、学生がニーズ調査や

試作検討を担当するなど、プロジェクトに関わることで社会貢献の実感を得て

いる点は評価できる。 

 

二 助 言 

１ 教育内容・方法 

（１） 教育方法等 

１) 『授業概要』（シラバス）の成績評価方法の記述は、科目により「期末試験、出

席状況、授業態度により評価する」というあいまいな対応が見受けられるので、

改善が望まれる。 

 

２ 研究環境 

１) 提出された資料によると、過去５年間の研究業績において、その活動が低調な

教員が散見されるため、研究活動の活性化が望まれる。 
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３ 点検・評価 

１) 「大学評価委員会」の業務は、自己点検・評価の実施計画から『自己点検・評

価報告書』の作成までであり、問題点の発見や改善、そして改革への取り組み

にまでいたっていない。過去５回にわたって自己点検・評価を行い作成した『自

己点検・評価報告書』の内容を大学の改善・改革に十分生かしてこなかったこ

とは反省すべき点である。今後、自己点検・評価を恒常的に行うシステムを構

築し、形成・定着することが望まれる。 

 

４ 財務 

１) 大学において定員確保が厳しくなっていることから、収支のバランスに注意が

必要である。また、教育研究経費比率が 2004（平成 16）年度以降、大学、併設

校を含む法人全体ともに低い値で推移しているので、予算配分のあり方につい

て検討が望まれる。 

 

三 勧 告 

１ 学生の受け入れ 

１) 大学全体の入学定員に対する入学者数比率の５年間平均は 0.94、収容定員に対

する在籍学生数比率は 0.85 と低く、2008（平成 20）年に社会福祉学部を改組

したばかりの人間健康福祉学部においても、入学定員に対する入学者数比率と

収容定員に対する在籍学生数比率がともに 0.72 と低い。同学部の 2009（平成

21）年度の入学者数比率（0.60）、在籍学生数比率（0.64）は一層低くなってい

るので、是正されたい。 

 

 

なお、上記の勧告については、これにしたがって維持・改善に努力するとともに、

認定期間中、毎年７月末までにその結果を報告することを要請する。 

 

以 上 


